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　中国，日本，そして朝鮮半島の安全保障問題を考える際には、アメリカと経済の要素を抜きにしては考えられず、マクロ的視点が必要である。

中国脅威論･分裂論について

　日本では｢中国脅威｣論が騒がれているが，中国人には不可解なものだ。明治時代、福沢諭吉は貧しい中国を嫌い、そして現在の日本は強大になる中国を脅威だと言う。日本にとってどちらの中国が望ましいのか、よくわからないからだ。逆にアフガニスタン方面へのイージス艦派遣や軍事費の絶対額から見ると、日本の方が中国にとって脅威であるとすらいえるのだが、今度はこれは日本人には理解しにくいことである。
　また2002年春にある総合雑誌に載った石原慎太郎の、分裂した中国を、とくに上海地域を日本の経済圏に編入するという考えは、まるで｢大東亜共栄圏｣の再来に聞こえる。これも中国から見て非常に理解できないものだ。なぜこのような主張が今日においてもなされるのか、その点を研究する必要がある。

　しかし、日中はお互いに，競争し合うライバルではなくて，共存共栄のパートナーである。中国は日本を競争相手としては考えていない。最近の小泉首相の発言はその点において，評価できる。

北朝鮮問題について　
　この数ヶ月、日本では北朝鮮による拉致問題と日朝国交正常化問題が大きく取り上げられているが，日本にとっての最大の国益は、拉致問題ではなく、あくまで経済問題である。とくに経済発展にって資源問題について、北朝鮮には様々な種類のレアメタルがあり、35年朝鮮を植民地にしていた日本はそのことを十分知っている。北朝鮮と国交を回復し、これらの地下資源をどのように開発するかが日本にとって重要な問題になるだろう。

　また拉致問題は人権問題としてもちろん、解決されるべき問題である。しかし人権の価値というのは時代を超えた価値である。であるならば、20年前の拉致が人権問題であるならば、日本による朝鮮人強制連行もまた人権問題として解決されるべきである。

　これらの点をふまえた上で，国交正常化というのは双方の懸案――日本にとっては拉致問題，北朝鮮にとっては植民地時代の清算――を包括的に解決してゆくべきである。過去の植民地化の問題，現在の拉致問題、そして将来の核開発問題の包括的な解決が目指されるべきである。

進展しつつあるアジア地域の経済協力

　EUのあるヨーロッパ，NAFTAのあるアメリカに対して、アジアでは経済協力のためのまとまった組織が存在してこなかった。その理由として，東アジア―中国，南北朝鮮，モンゴル，日本とそして東南アジア諸国を含む地域―内での経済格差が非常に大きいことがあげられる。日本のGDPとラオスのそれとの間には―30,000ﾄﾞﾙと300ﾄﾞﾙ―100倍の差がある。一方、EUは16倍であり、NAFTAは30倍である。またアジアでは16の言語が存在するが、EUやNAFTAでは英語、フランス語、スペイン語など少数の言語が共通語となっている。

　さらにアジアでの域内貿易の比率は20%と低いのに対して、EUは60%，NAFTAは50％である。様々な障壁がある。南北朝鮮や中国･台湾といった分裂国家の存在も経済協力を難しくしている。

　しかし、アジアでもよい面も存在する。北東アジアの外貨準備高は6千億ﾄﾞﾙであり、また日本の技術的優位、韓国のもつ半導体技術、中国の基礎研究の強さなどは経済発展にとってプラスである。ロシアが天然ガス，朝鮮･中国が地下資源に恵まれていることもメリットである。これらの要素を活用することで，東アジア地域は経済的に発展しうる。

　EUの経験をみると、第1段階として，日･韓･中での鉄鋼･造船業種での連携が有効であろうし，実際、そのような動きは始まっている。そして、これら3国で―例えば渤海地域で―自由貿易圏を作っていくことができる。2-30年後を目指して、EUのような経済協力圏をつくってゆくべきである。

日朝国交正常化

　正常化は非常に難しく，現時点では不可能であるといわざるをえない。第1に、アメリカのトルーマン以来の反共の世界戦略が根底にあるからであり，第2に、アメリカは｢2つの朝鮮政策｣を維持しているからである。米朝関係が変化しない限り，日朝関係は変化しないだろう。

　また陣営としての共産主義国は崩壊したが，思想としての共産主義は未だに残っている。プーチンが大統領就任後、中国，北朝鮮、そしてキューバを訪問したことはそのことについて何らかのことを示している。この意味で冷戦は未だに終結していない。そしてこのことも朝鮮問題の解決を難しくしている。冷戦が解消していないということは，以下の点を指摘することによっても明らかであろう。

　第1に韓国には37,000人、日本には47,000人の米軍が駐留している。第2に米朝間にあるのは、平和条約ではなく、休戦協定である。第3にアメリカ軍の潜水艦や航空機は沿岸部をパトロールしており、中国内陸部を攻撃できる態勢をとっている。またアメリカはロシアと中国を目的としたミサイル防衛システム(MD)を開発している。第5に北朝鮮を目的とする日米韓3国の安全保障体制を維持している。第6はアメリカはABM条約を脱退した。第7はNATOの当方拡大である。これはロシアにとっては大きな懸念である。最後は台湾問題である。台湾は日本にとっては生命線であり，アメリカにとっては浮沈空母であり、イージス艦をはじめ高性能の武器を売却しようとしている。

　一方北朝鮮は、経済改革―｢革新｣―を行ってきている。これは最後の共産主義国である北朝鮮が計画経済から市場経済へ向かう動きであり，決して一時的な動きではない。現在の北朝鮮の状況は20年前の中国のそれに非常に似ており、市場経済への移行は肯定的に評価されるべきである。このような北朝鮮の改革に対して，ロシア，中国そして韓国はそれを援助すると思われる。

　日朝国交正常化は、朝鮮半島統一にとって大きな促進要因となる。それによって日本企業が北朝鮮に進出することができるようになるからである。

中国の経済問題

　中国の経済発展については、とくに上海と広東を注目する必要がある。中国への投資が増大している要因としては、労働力が豊富であるという以上に、その質が変化してきているという事実がある。大卒労働者は以前は600万人であったが、現在は4000万人にまで増加している。

　台湾問題ついては、独立しないという前提のもと，7つの原則が提示されている。すなわち、台湾の1)貨幣と2)軍隊を残す。3)関税の権限と4)政府機構を残す。5)大陸は台湾のお金を欲しない。6)台湾国民の私有財産を保護する。そして7)大陸から統治にかかわる人間を送らない、という7点である。

　

ロシアが直面する2つの問題

　ロシアは深刻な人口減少の問題に直面している。現在は1億4千万人であるが，2016年には1億3千万人まで減少すると見積もられている。これはロシア経済にとって大きな問題であり，１千万人の労働力を国外から入れる必要に迫られることになる。現在800万人の労働者がカフカス，モルダビア，ベラルーシ，朝鮮，中国、そしてバングラディシュからやってきている。

　ベラルーシ，ウクライナ、そしてロシアの3国からなる、人口2億人以上の連邦をつくるべきだと主張するロシアの学者がいる。その東スラブ3カ国からなる連邦はアメリカに対抗しうる国になりうるのであり、近い将来この可能性を真剣に考慮する必要が出てくると考えられる。

　

｢新帝国｣という問題

　アメリカが世界につきつけている問題は、まずその6000発以上の核弾頭である。これがなくならない限り、世界で戦争がやむことはなく、北朝鮮，インド，パキスタンといった各国が核兵器保有を目指しつづけるだろう。また国連を無視するようなアメリカの一国主義は、｢新しい帝国主義｣である。アメリカ政府における―国務長官であるパウエルに見られるような―政府と軍部の一致も危険である。対イラク戦争は、実際は中東の石油を支配しようとする意図の現われである。

　現在は55億の貧しい人々と5億の富める人々との間の社会戦争である。またハンチントンのいうような文明の衝突―アラブ･イスラム世界とアングロサクソンとの間の―という様相を呈しているといえる。

